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△ 法人税基本通達の改正

Q:法人税の基本通達が改正されたようで
すが、内容を教えてください。

A ●
● 昨年改正され今3月決算から本格適用

となる法人税改正事項に関する取扱いが主な

内容となっています。

【解説】

国税庁はこのほど、法人税基本通達と措置

法通達の一部を改正しました。

今回の改正では、まず、パソコン税制につ

いて、下請業者に貸してその業者がもっぱら

自社製品の加工等に利用していれば、元請け

の会社が事業の用に供したとみなされ特例の

対象となることや、パソコン付属装置の同時

設置の意義等が明らかにされています。

また、今年の3月決算法人からすべての公

開会社に税効果会計が適用されますが、今回

公表された通達では、受取配当等の額から控

除される負債利子の計算方法について、税効

果会計を適用している場合の取扱いが新設さ

れています。

その他、産業再生法での共同現物出資特例

等に関する項目や、虫食い土地の活用をサポ

ートするための土地交換特例に関する取扱い

の創設、有価証券取引税法が廃止されたこと

による有価証券の定義の整備等が主な内容と

なっています。

なお、相当地代の計算に用いる年利率6％

については改正が行われていませんので、今

後も6％基準が用いられることになります。
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